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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、1940年代初めから50年代末まで（毛沢東期）の中国を取り上げ、中国共
産党による支配の構造的特質について明らかにすることである。このため本研究では、まず1940年代の華北農民の規範
意識を分析し「面子」観念の重要性を指摘した。つぎに内戦期の土地改革の資料を分析し、「人民の意志」の最終的な
解釈権を独占していたのが毛沢東であり、共産党の支配の正当性は「最も正しく人民の意志を理解できる者」としての
毛沢東に依拠していたことを明らかにした。さらに1950年代の農業集団化の政策決定過程を考察することによって、こ
のような構造を持つ支配は中華人民共和国にも引き継がれていたことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to examine China from the beginning of the 1940's 
to the end of the 1950's (the Mao Zedong period) and to clarify a structural characteristic of Chinese Com
munist Party (CCP) rule. To achieve this purpose, first, an analysis of the sense of values among peasants
 during the 1940's in rural North China highlights the importance of "Mian-zi" in their consciousness. Sec
ond, a study of the documents written by Chinese Communists during the civil war reveals that the ultimate
 right to the interpretation of the will of the peasants fell exclusively to Mao Zedong and that the justi
fication for CCP rule was entirely based on this identification of Mao as "the one most capable of underst
anding the will of the people". In addition, by examining the policy decision processes for the collectivi
zation of agriculture in the 1950's, this study demonstrates that rule in possession of a similar structur
e was continued and adopted by the People's Republic of China.
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１．研究開始当初の背景 
 中国共産党（共産党）は、建党以来「人民
の前衛」であると自認し、内戦に勝利して中
華人民共和国（人民共和国）を建国した際も、
「人民の意志の代表者」であることを正当性
の根拠として事実上の一党独裁体制を築い
た。共産党は「民意」を自らの支配の正当性
根拠としてきたのである。一方で共産党は、
1945 年以来、「党章」（党規約）のなかで党
員の果たすべき義務として「為人民服務（人
民のために服務する）」を掲げ、入党時など
事あるごとにこのモットーを党員に唱和さ
せてきた。しかしながらこの「為人民服務」
というモットーは、厳密に言えば「人民の意
志の代表者」という党の自己規定との間に微
妙な緊張関係を持っている。なぜなら、「為
人民服務」と発声する主体（党員）はすでに
「人民」ではなく、「人民」は彼が「服務」
すべき対象となっているからである。つまり
党は「人民の代表」を名乗り、そのことを正
当性の根拠としながら、党を構成する党員は
「人民」ではなく、当然「人民の代表」でも
ないのである。とすれば、では、党が「人民
の意志の代表者」であることは一体何によっ
て担保されるのか、ということが問題となる。 
 もちろん、共産党が歴史上「人民が要求し
ている」として実行した政策が、必ずしも人
民の要求を反映したものではなかったこと
は、本研究を始める時点では既に実証研究で
明らかとなっていた。例えば内戦期の土地改
革では、党は農村社会で革命工作に従事する
党員に対して「農民は階級闘争に立ちあがる
闘争性を持っている」という「現実」認識を
前提に指示を出したが、実際に現場で実現し
たのは、直接的な関係（地主－小作関係を含
む）にない者を闘争対象とする「反奸闘争」
であった（三品英憲「戦後内戦期における中
国共産党の革命工作と華北農村社会－五四
指示の再検討」、『史学雑誌』（史学会）、2003
年、112 編 12 号、61～84 頁）。また建国後の
農業集団化も、農民の意志に基づくものでは
なく、その実現には共産党の指導が大きな役
割を果たしていた（江紅英「試析土改後農村
経済的発展趨勢及道路選択」『中共党史研究』
2001 年第 6 期、2001 年）。 
 以上のような問題関心と研究の状況を踏
まえ、本研究は課題を次のように設定した。
すなわち、「人民の意志の代表者」であるこ
との具体的な根拠を持たなかったにもかか
わらず、それを正当性の根拠として国家を建
設し、少なくとも 1960 年代までは社会内の
あらゆる資源を調達し得た共産党の支配の
あり方、逆から言えば、そうした共産党の支
配を受容し、党が一方的に宣言する「人民の
意志」を根拠として再編されてしまう社会の
あり方、この両者の関係から共産党・人民共
和国の支配の構造的特質を解明することで
ある。 
 その上で、この問題を追究する際には、「人
民の意思を最も正しく理解できる指導者」と

しての毛沢東に注目する必要があった。土地
改革の急進化を「人民大衆の要求」を根拠と
して命じたのは毛沢東であり、このような毛
沢東の立場については、当時共産党 No.2 で
あった劉少奇も 1945 年の「党章」改訂に関
する説明のなかで「最も傑出した無産階級の
代表者」という表現で、その卓絶性を承認し
ていたからである。以上から本研究では、（1）
毛沢東のこうした構造の支配はどのように
して確立したのか、という形成過程に関する
問題、（2）こうした構造の支配は人民共和国
をも規定しているのか、もし規定していたと
すれば、それはどのように人民共和国の歴史
過程に影響を及ぼしたのか、という人民共和
国に関わる問題、(3)こうした毛沢東の支配の
論理を受容し、毛沢東が語る「人民大衆の意
志」に対して有効に反論できなかった社会と
は一体どのような社会なのか、という社会の
問題、という 3 つの問題を具体的な研究課題
とすることになった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、1940 年代初めから 1950
年代末まで（ここでは毛沢東期と呼ぶ）の中
国を取り上げ、毛沢東が政治的な指導者とし
てだけではなく、「人民大衆は何を要求して
いるか」といった現実認識や、「正義とは何
か」といった価値基準までも独断的に決定し
うる指導者となっていった過程に着目する
ところから、中国共産党による支配の構造的
特質について明らかにすることにある。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、歴史上の具体的な場面・状況の
なかで毛沢東を含む個々人がどのような論
理を用いて自己の主張を正当化しているの
か、それが権力の形成とどのような関係にあ
るのかを考察するものであり、主として言説
の分析を中心として研究を行った。この方法
で研究を実施する上で具体的に必要となっ
たのは、（1）共産党上層部の指導者たちの言
論の収集と解析、（2）社会各層の言論の収集
と解析であった。 
 このうち（1）については、主として『文
集』などの形で刊行された資料を使用した。
研究を進めるに際して、この資料の解析から
得られた知見が研究全体の大きな枠組みを
構築する上で重要な役割を果たした。 
 （2）については、さらに細かく分ければ、
人民共和国の(a)建国前と(b)建国後となる。
このうち(a)に関しては、より「基層」に近
い資料として、当時革命を実現するために社
会に送り込まれていた共産党工作隊が残し
た報告を主に収集し解析した。こうした資料
としては、かつて大陸で国共内戦を繰り広げ
ていた際に国民政府によって鹵獲され、現在
は台湾の法務部調査局に所蔵されている内
戦時期の共産党関連資料がとくに有用であ
り、本研究では主としてこの台湾所蔵資料を
利用した。なお、法務部調査局が所蔵する資



料の一部に関しては、本研究期間中に文献目
録を作成して発表し、成果を広く学界に還元
した（本報告書「５．主な発表論文等」〔雑
誌論文〕の⑤論文）。 
 (ｂ)に関しては、上海図書館・南京図書館
などで資料調査を行ったが、有効な資料を十
分見つけるには至らなかった。 
 
４．研究成果 
 本研究では、相互に密接に関連する三つの
テーマで研究を進め、それぞれ成果を上げた。
三つのテーマとは、（a）中国（とりわけ華北）
農村社会の構造（対象時期：1930 年代・1940
年代前半）、（b）中国社会の特質を踏まえた
共産党の支配確立過程とその構造（対象時
期：1940 年代後半）、（c）戦後内戦期に成立
した共産党支配の構造と中華人民共和国に
おける党・国家の支配構造との関係（対象時
期：1950 年代）、以上である（なお、これら
三つのテーマ相互の関係と、大まかな見取り
図については、本報告書「５．主な発表論文
等」〔雑誌論文〕の②論文において論じてい
る）。 
 （a）については、1940 年代の華北村落に
おける社会秩序について研究し、論考にまと
めた（本報告書「５．主な発表論文等」〔雑
誌論文〕の⑧論文）。この論文では、次のこ
とが明らかとなった。すなわち、当該社会の
秩序は共同体規制など「村落」に基礎をおく
枠組みによって維持されていたのではなく、
村民同士（あくまで親しい間柄に限る）が個
人間で密に取り結ぶ「互いの面子を傷つけな
い」という意識によって維持されていた。こ
のような知人間関係の強さと裏腹な共同体
的結合の弱さは、「無法者」（共産党工作隊を
含む）に対する地域社会の抵抗力を弱いもの
にした。日中戦争以降、華北農村に入った共
産党が直面したのはこうした社会であった。
以上である。 
 では、華北農村社会のこのような性格は共
産党の「革命」と支配にどのような影響を与
えたのか。これが上記（b）のテーマである。 
 このテーマに関しては、戦後内戦期におけ
る共産党の支配確立過程について画期的な
像を示した田中恭子『土地と権力』（名古屋
大学出版会、1996 年）が出発点となっている。
田中は土地改革に関する通説的理解を批判
し、土地の没収・分配過程において住民相互
に暴力を行使させたことが共産党の支配確
立に決定的な重要性を持っていたと主張し
た。本研究では、この田中の見解を継承しつ
つ、従来の社会が破壊された後、どのような
社会秩序が新たに成立したのか、という問題
を具体的な課題として追究し論考にまとめ
た（本報告書「５．主な発表論文等」〔雑誌
論文〕の③論文・⑥論文）。 
 これらの論考によって次のことが明らか
となった。すなわち、共産党支配下の社会で
は住民・党員のすべてが「人民大衆は正しい」
という論理を受け入れ、「人民大衆が支持・

要求している」ということが行使される暴力
や施策の正当性の根拠とされていた。しかし
それにもかかわらず、「人民の意志」が何で
あるか、またそもそも「人民とは誰か」とい
うことは、当該地域の住民の多数意見とは無
関係に共産党が任意に決定して地域社会に
強制するものであり、しかも、そうした「人
民」に関わる現実の解釈権は組織としての党
が持つものでもなかった。その最終的な解釈
権は、個人としての毛沢東が独占していた。
以上である。 
 この理解は、改めて言うまでもなく実証研
究によって導かれたものではあるが、しかし、
毛沢東という一個人によって解釈された「人
民の意志」が全ての秩序の根源になっていた
という、常識的には俄かに信じがたいもので
あった。ただ、もしこの理解が正しければ、
その支配・秩序の構造は、毛沢東期の中華人
民共和国においても何らかの形で認められ
るのではないか。逆にいえば、もしこの支
配・秩序の構造が人民共和国でも確認できる
ならば、毛沢東期全体における国家と社会と
の関係を説明しうる一貫した論理を手に入
れることになる。これが上記（c）のテーマ
に関する研究である。 
 このテーマに関しては、1949 年から 50 年
代半ばまでの諸政策とその正当化論理を初
歩的に考察し、論考を発表した（本報告書「５．
主な発表論文等」〔雑誌論文〕の④論文・⑦
論文）。これらの論考では、次のことが明ら
かとなった。すなわち、この時期の諸政策も
毛沢東によって解釈・選択された「人民の要
求」がその正当性の根拠となっており、毛沢
東は党内外の異論を「人民の意志に反する」
という論理で退けていた。以上である。 
 戦後内戦期の共産党支配地域の研究で得
られた理解は、このような「試掘」によって
その妥当性が改めて確認されるとともに、毛
沢東期全体を貫通するものである可能性が
高まった。今後の研究は、こうした到達点を
踏まえ、毛沢東期全体の国家と社会との関係
に対する理解をさらに深化させること、そし
てその理解を、近現代中国における国家の特
性を社会との関係で説明し得る、より普遍性
を持った理論へと発展させることである。 
 なお、こうした展開への足掛かりとなる作
業も本研究では初歩的に行った。それが本報
告書「５．主な発表論文等」〔雑誌論文〕の
①論文である。ここでは現代中国の思想家の
言論を素材として、現代中国を特徴づける党
-国家体制を受容する認識の枠組について考
察し、それが多党制を基礎とする立憲主義的
枠組みとは相当距離のあるものであること
を明らかにした。 
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